
書式第 12号 (法第 28条関係)

令和 5年度 事 業 報 告 書

盤垂ヨ1整型量」班五△並菫固墨量座強整L上映塞征奎狙全

1 事業の成果
ドイツ、米国、チェコ共和国、英国で合計 5回の上映会を開催できた。ロサンゼルスでは首席領事の

臨席と挨拶、プラハでは日本大使の臨席と挨拶、英国では日本大使のメンセ~ジをいただけた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【  162  】千円)

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

事 業 報 告 用

定欣に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

党益
対象者
人数

事業費
(千円)

関係映画の上
映・字幕の翻
訳事業

米国や欧州での上映会で
拉致問題の現状を知って
もらう

令 和 5年

4月

ドイツ

アウグス

ブルグ

3 400 10 61

関係映画の上
映・字幕の翻
訳事業

米国や欧州での上映会で
拉致問題の現状を知って
もらう

令和 5年 5

月

チェコ

プラハ
7 10,000 150 74

関
映
訳

係映画の上
・字幕の翻
事業

米国や欧州での上映会で
拉致問題の現状を知って
もらう

令 和 5年

10月

米 ロサ

ンゼルス
6 5,000 50 71

関係映画の上
映・字幕の翻
訳事業

米国や欧州での上映会で
拉致問題の現状を知って
もらう

令 和 5年

10月

英国米

ロサンゼ

ル ス

7 5,000 150 -36

関係映画の上
映・字幕の翻
訳事業

米国や欧州での上映会で
拉致問題の現状を知って
もらう

令 和 5年

11月

米国アリ

ゾナ
6 1,000 40 61

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

足
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 5年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が∠迅全場合)
特定非営利活動法人拉致問題映画海外上映実行委員会

金  1饉 小計・合計科

497,836

497,836

受取補助金

事業収益

受取利息

A

1

4

正会員受取

賛助会員受 費

費

会

会

取

受取寄附金
施設等受入評価益

497.341
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(2)その
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役員報酬

給料手当

退職給付費用

福利厚生費

給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

消耗品費
水道光熱費

通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
雑費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
広告費

-434.96(A B

過年度損益修正益
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書式第 15号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告 用

令和5年度 貸借対照表
特定非営利活動法人特定非営利活動法人拉致問題映画海外上映実行委員会

金  額 小計・合計科 目

(2

の

り
一

1

の

) 形固

3 そ

形

現金預金

未収金

棚卸資産

車両運搬具

付器備品

敷金

長期貸付金

ソフトウェア

借地権

987,76

987.762

987,762【A】 資 産 合 計 ①+②

321,550

534,263
0

の

2

+

1

B-1

未払金
ロサンゼルス上映会立て替え金
ハ リウッド上映会立て替え金

預 り金

長期借入金

退職給付引当金

855,813

855,813

B-2 正

正

正

855,813【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】



式 16 28

令和 5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人拉致問題映画海外上映実行委員会

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)に
よっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法
車両運搬具及び什器備品の減価償却は定額法によっています。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生していると認められる金

計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算しています。

引当金

く4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受入れは、活動計算書に計上しています。

また計上額の算定方法は「3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳」
(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

に記載しています。

2.事 業別損益の状況
円

合計事業部門計 管理部門

事業事業 事業

関係映画の

上映・字幕
の翻訳事業

科 目

0

497836
0

0

0

0

247970
0

0

0

0

247,970
0

0

0
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0
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34429

49700
23135
0

0

0

468039
12734

111828
108435
0

0

0

21999
34429

829299276721 552578267791
932799314692

-368241 -434963-66722

I 経常収益
1.受取会費
2 受取寄附金
3.受取助成金等
4 事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
広告費
雑費・消耗品
その他経費計

経常費用計

当期経常増減笙_
■■□配□■■□回日
■■日闘囲

円

金額 生立左L内容

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳





備考期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高内容

合 計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5. 固定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の核分方法

円

”
′

減価償却累計額 期末帳簿価額取得 減少 期末取得価額期首取得価額科 日

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

当期返済 期末残高期首残高 当期借入科 目

合 計

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

計算書類に

計上された
金額

科 目

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

8

その他の事業に係る資産の状況





書式第 17;(法 第 28条関係 )

令和 5年度財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動漱人拉致間通映口海外上映実行委員会

金   饉 ′1ヽ    1: 合   計科 目

0

987.762

販売用寄附物品

ハンコン

2

1

3
敷全

現金預金

手元現全
楽天銀行

車両運搬具
事業用車両

ソフ トウェア

オペ レーションシステム

文書編集ソフ ト

987.761

987.762【A】 資 産 合 計 ①+②

321.550
534.263

長期借入金

1

B-1

未払金
ロサンゼルス上映会立て替え金
ハリウンド上映会立て替え金

355,3!3

855.313【B-1】 彙 債 合 計 ③+④

131.949【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】
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書式第 18号 (法第 28条関係)

令和 5年度年間役員名簿 Jl:篇糖[ぢF粉濡紹繕lξttξ赫″孵昴苦躍哲所並

盤菫」Ll睦匠塾窒△L塑壺塁重」塾回型」」L型壁盗ニロ唸_

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

′以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

′各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏   名

1
監 事
ヤマシタセイジ 令和4年 10月 13日

令和4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日山下政治

2
監事理 事
イケダミエコ

 

令和4年 10月 13日

令和4年 12月 31日

年  月  日

年  月  日池田美江子

3
監 事理 事

-?-)+ll-a3 令和4年 10月 13日

令和4年 12月 31日

年 月

月

日

日年松本裕子

4
理 事 監 事

ヤマダサ トシ 令和4年 10月 13日

令和4年 12月 31日

年   月 日

日年  月山田学

5 理事・監事

年  月  日

年1   月    日

年 月

月

曰

日年

6 理事・監事

年   月 日

日年   月

年

年

月

月

日

日

7 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

8 理事・監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

9 理事・監事

年   月 曰

日年   月

年   月 日

日年   月

10 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年 月

月

日

日年

事 業 報 告 用



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立 。事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人拉致問題映画海外上映実行委員会

氏   名

1
山下 政治

2
池田 美江子  

3 松本 裕子

4
山田 学

5
川面 健

6 竹
口 昌志

7 吉
岡 綾子

8 木
全 浩之

9 橋本 秀行

10
寺田 冽ド清

11
飛高 祥吾

12




